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研究成果の概要（和文）：本研究では、インターネットによる比較実験調査と視線追跡装置を用いた実験によ
り、自記式調査票の特性について明らかにした。具体的には、複数回答方式は強制選択方式に比べて結果精度の
点で劣るため、回答選択肢の数を減らしたりグループ化する必要があること、強制選択方式においてあらかじめ
チェックを入れておく自記式調査票を用いることで、回答者に負担をかけず、精度の向上が期待できること、分
岐を示す矢印の示し方によって回答者の視線が誘導されることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：This research was to study the characteristics of self-administered 
questionnaire through two online experimental surveys and an experiment using an eye-tracker.  The 
research revealed that the check-all-that-apply question format gives less accurate results than the
 forced-choice format, and that the number of response alternatives should be reduced or the 
response alternatives should be grouped to increase the accuracy in case of the check-all-that-apply
 question.  The pre-checked forced-choice question format was proposed expecting to yield more 
accurate results with less respondents' burden than the ordinary forced-choice question.  The 
eye-tracking experiment showed that the direction of eyes is appropriately led by designing proper 
arrows on the self-administered questionnaire.

研究分野：統計調査法
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１．研究開始当初の背景 
 政府の統計調査や学術的な社会調査・世論
調査では、従来の調査員による調査から、調
査員を介しない、郵送調査やオンライン調査
などの自記式調査への移行が進んでいる。し
かし調査モードは移行しても、調査に用いら
れる調査票は、調査員調査で用いられたもの
がそのまま自記式調査でも用いられること
が少なくない。仮に調査票の設計に難点があ
ったとしても、調査員調査では調査員が口頭
で説明を補足できるのに対し、自記式調査で
は調査票の欠陥はそのまま結果精度の低下
につながってしまう。そのため自記式調査に
おいては、自記式に適した形で調査票の再設
計を行う必要がある。 
 
２．研究の目的 
 そこで本研究では、視線追跡装置やオンラ
イン調査を利用した実験・比較調査を実施し、
政府統計調査等においても今後さらに利用
が進むと思われる自記式調査、中でもオンラ
イン調査における望ましい調査票の設計と
はどのようなものかを明らかにする。具体的
には以下の点に着目する。 
 
(1) 文字のフォントや大きさ・色、配置等と
いったレイアウトに関わる個々の要素は、そ
れぞれどのようなものが望ましいか 
 
(2) 同じような内容の項目が続く場合や、質
問が枝分かれする場合、複数回答の場合とい
った複雑な構造における適切な自記式調査
票はどのようなものか 
 
(3) 理解しにくかったり、誤解されやすい文
章表現をどのようにすれば検出できるか 
 
(4) 注意書きや補足説明等の参考情報をど
のように提示すればよいか 
 
３．研究の方法 
 本研究では、インターネット上でのオンラ
イン比較実験調査を２つと視線追跡装置を
用いた実験を実施した。 
(1) インターネット調査（その１）： 
 本調査では、特に複数回答方式の改善方策
を探ることを目的とする。そのため選択肢の
数を減らすことや選択肢をグルーピングし
て提示する方法の有効性を検証する。 
 比較実験調査は 2016 年 2 月に Web 上で実
施した。調査票は 6種類を用意した。対象は
調査会社に登録した 65 歳以上の日本人モニ
ターであり、無作為に 6 群にグループ化し、
いずれか一つの調査票に割り当てた。調査票
ごとに目標回収数500を回収できるまでサイ
トにアクセス可能とした。 
 
(2) インターネット調査（その２）： 
 本調査では、一つ目のインターネット調査
に引き続き、複数回答方式の改善方策を探る

ことを目的とする。特にオンライン調査票に
おいて、強制選択方式の「該当」あるいは「非
該当」にあらかじめチェックを入れておく方
式の有効性を検証する。 
 比較実験調査は 2017 年 11 月から 12 月に
かけて実施した。調査内容は健康状態に関す
るものであり、全部で 8項目から成る。調査
は PDF ファイルのフォームを利用して行い、
調査票は、複数回答方式・強制選択方式・「該
当」にチェックを入れておく方式・「非該当」
にチェックを入れておく方式の4種類を用意
した。 
 対象は調査会社に登録した 20歳以上 69歳
以下の日本人モニターであり、無作為に 4群
にグループ化し、いずれか一つの調査票に割
り当てた。対象者にはファイルをダウンロー
ドしてもらい、回収数が調査票ごとに 800 を
超えるまで、回答後のファイルのアップロー
ドを受け付けた。 
 
(3) 視線追跡装置を用いた実験： 
 本実験では、分岐を示す矢印の適切な提示
方法を明らかにすることを目的とする。 
 被験者は 65 歳以上の日本人 14 名であり、
矢印の提示レイアウトを変えた2種類の調査
票を用意した。Think aloud 法を併用しなが
ら、自記式調査票への回答時の視線の動きを
視線追跡装置を用いてデータ化した。 
 
４．研究成果 
(1) インターネット調査（その１）の実施結
果によって明らかになった点は以下のとお
りである。 
① 複数回答方式と強制選択方式の比較 
 図 1は、うつ尺度の項目について、複数回
答方式と強制選択方式の間で該当の割合を
比較した結果である。どの選択肢においても、
複数回答方式は、選択肢に対する該当・非該
当を選択肢ごとに回答してもらう強制選択
方式と比べて明らかに該当の割合が低い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1. 複数回答方式と強制選択方式の比較 

 
② 図 2 は、複数回答方式において、提示す
る選択肢の数を減らしたときの結果を、元の
選択肢の数の場合と比較した結果である。選



択肢の数を減らすことで、該当の割合は高く
なることが分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2. 選択肢の数を減らした複数回答方式 

 
③ 図 3 は、複数回答方式において、選択肢
をグループ化せずに提示した場合と、グルー
プ化して提示した場合の結果を比較したも
のである。選択肢をグループ化することで、
該当の割合は高くなることが分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3. 選択肢をグループ化した複数回答方式 

 
④ 以上の結果をまとめると、複数回答方式
は強制選択方式に結果精度の面で劣る。結果
精度を向上させるには、複数回答方式におい
て多数の選択肢を同時に提示することは避
けるのがよく、もし選択肢が多数となるとき
には、いくつかのグループに分けて提示する
のがよい。 
 
(2) インターネット調査（その２）の実施結
果によって明らかになった点は以下のとお
りである。 
① 複数回答方式と強制選択方式の比較 
 図 4は、健康維持のために日頃行っている
行為について、回答方式の間で該当割合を比
較した結果である。インターネット調査（そ
の１）の結果と同様に、どの項目についても

複数回答方式は強制選択方式よりも該当割
合が低い。例えば「お酒を飲み過ぎないよう
にしている」は強制選択では 81％だが、複数
回答では 35％に過ぎない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 4. 「健康維持のための行為」の割合の比較 

 
② 提案方式の比較 
 図 4には、強制選択方式においてあらかじ
め一方の選択肢をチェックしておく方式の
結果も併せて示した。「該当」にチェックを
入れておく方式（Yes→No と表記）では、強
制選択方式よりも該当の割合がやや高くな
る。一方、あらかじめ「非該当」にチェック
を入れておく方式（No→Yes と表記）では、
複数回答方式よりも該当割合が高く、強制選
択方式よりも割合は低い。つまり強制選択方
式は、2種類の提案方式の中間に位置する。 
 
③ あらかじめ「非該当」にチェックを入れ
ておく方式は、該当する項目についてのみ
「該当」にチェックすればよいこととなり、
回答者の負担は複数回答方式と同等と考え
られる。一方で回答後の調査票では「該当」
あるいは「非該当」のいずれにチェックが付
けられ、強制選択方式で得られる調査票と同
じ形式となる。 
 
(3) 視線追跡装置を用いた実験の結果から
明らかになった点は以下のとおりである。 
① 図 5 は、条件の分岐を通常の矢印で示し
たときのヒートマップである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 5. 通常の矢印 



これに対し、図 6は矢印の中に分岐の条件を
示したときのヒートマップである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 6. 分岐条件を示した矢印 

 
図 5 に示す通常の矢印と比べ、図 6に示す分
岐条件を示した矢印では、矢印の先にある領
域に視線が届いていない。 
 
② 以上の結果をまとめると、分岐の条件を
矢印の中に示すと、矢印の先にある調査項目
を読み飛ばしてしまうおそれがあることが
明らかとなった。 
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